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本文要約 

	 本論文は５年以内に出版予定であるため、インターネット上での全文公開を差し控え

る。要約として、まず序章から論文の問題意識と研究方法および構成を示した部分を、

続いて各章の結びに相当する節を、以下に抜粋して示す。 

 

序章 

１.	 研究目的と問題意識	  

（1）研究目的 

	 	 本論文は、フランス地方都市の文化政策が 20 世紀後半に経た歴史的展開を検討す

る。自治体の政策実践を支える国の制度が構築された経緯をたどり、制度成立後の活用

実態を検証することによって、中央政府、地方自治体、市民社会の関係性を構造的に把

握する。本研究の目的は、異なる主体間の協働を導き、ときに対立を惹き起こすことも

あった、政策理念の変遷を示すことにある。 

	 主たる検討対象は、日本の市町村に相当する基礎自治体（コミューン）の文化政策だ

が、実際の政策主体は自治体行政には限定されない。市民社会、中央政府をはじめとす

るさまざまな主体間の協力が不可欠であるという前提にたって、標題を｢都市文化政策｣

とした。本文中で自治体政府が策定実施する政策を限定的に示す場合は、「自治体文化

政策」と記して区別する。論文中で２国間比較は行わないが、本研究は、日本の文化政

策を再考するうえでの参照軸を得ることを念頭においている。 

 

（2）問題意識	 共治の主体と協働の理念	  

	 このテーマは、日本の状況への以下の問題意識に基づき、比較の視野から設定された。	

	 第１の問題意識は、日本の自治体文化政策の基本理念の不明確さと、その背景にみえ

る国と自治体の歴史的な関係性に向かうものだ。先行研究は、戦後日本の自治体文化施

策が、政策議論を尽くすことなく展開された経緯を論じてきた1。まず、1970 年代前半

から文化に着目した先進自治体は、市民との協働を重視した創造的なまちづくりを行っ

たが、その主要な動機は「国からの自立」にあったとされる。機関委任事務によって自

律的な政策展開を制限された自治体が、文化財行政以外では法制度が不在であり、それ

                                                        
1 第１の問題意識は、主に文化資源学研究専攻文化経営コースの授業やゼミの活動を通して培っ
たものである。戦後日本の自治体文化政策の歴史的経緯については、小林真理『文化権の確立

に向けて	 文化振興法の国際比較と日本の現実』勁草書房、2004年、4-8頁、を参照されたい。 
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ゆえに国の指導管理を受けない希有な「領域」として、文化に目を向けた経緯が指摘さ

れている。また、1980 年代以後はさらに多くの自治体が、さまざまな国の「地域振興」

助成を獲得しながら文化ホールの建設に向かった。財政的好機をとらえて文化施設建設

に着手した自治体は、多くの場合、出発点でその目的を熟考する間もなく、地域の文化

環境を左右する施策展開に乗り出した一面をもつのではないか。	

	 一方、2001 年に成立した文化芸術振興基本法は、国の文化振興の基本理念を明文化

し、地方自治体はこれに則して「国との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地

域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。」（第４条）と定めた。

だが、同法の成立過程には先行した自治体文化行政の経験が反映されなかったし、国と

自治体の連携のための制度が新設された訳でもない。その後、文化芸術振興条例や計画

を定める自治体は増えたが、その基本方針をめぐる各地の議論の現場では、芸術や文化

の振興を通じてどのような地域社会の未来を実現するのか、という根本があらためて問

われている。	

	 フランスに目を向けると、国の文化振興の方針は、日本の文化芸術振興基本法のよう

な法律では定められていない2。文化省の基本方針は、大統領または首相の一方的な行

政行為である政令（デクレ）によって 1959 年の省創設時に定められたが、内容は政権

交替を経てたびたび書き換えられてきた。政府方針が変化する背景には、文化問題をめ

ぐる各時代の議論がある。フランスでは地域規模の文化政策に関しても、社会的背景や

思想の潮流を反映しながら、国と自治体が議論を深め、協力と対立を重ねてきた。同時

代の日本とは、対照的な現代史だといえよう。本研究の第１の課題は、フランスにおけ

る国と自治体の間の協議に焦点を当てて、議論の蓄積を紐解くことによって、どのよう

な政策理念が、地方都市で行われる地域規模の文化政策を支えてきたのかを示すことに

ある。	

	 第２の問題意識は、日本国内で観察される行政と市民社会の関係性に向けられている。

個人や NPO 等の民間主体が展開する活動は、自治体文化政策の本質的要素としてより明

確に位置づけられるべきではないか、という関心である。	

	 2000年に施行された地方分権一括法が機関委任事務を廃し、国と自治体の関係性は、

                                                        
2 1998年に、当時のカトリーヌ・トロットマン文化大臣が「舞台芸術の公共サービス憲章
（Catherine Trautmann, La charte des missions de service public pour le spectacle）」で示した見解に
よれば、行政による文化振興の法的根拠は、文化省の責務に関するデクレ以外に、全フランス

人民の平等な文化―cultureは“教養”と訳されることもある―への接近の保障を国家に義務づ
けた 1946年以来の共和国憲法前文、欧州連合条約（マーストリヒト条約）の第 3条および第 128
条、そして自治体の文化権限に制限を設けていない地方分権化関連法（1982年、83年制定）に
置かれている。 
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法の上では上下・主従から対等・協力へ改められた。自らの責任と自己決定に基づいて

地域の課題に対応する自覚の高まりとともに、「市民参加」や「協働」は自治体行政一

般のキーワードとして浮かび上がり、近年では、地方自治の展望を示す標語として「ガ

ヴァメントからガヴァナンスへ」が掲げられている。	

	 ガヴァメントとガヴァナンスは、いずれも「舵」を意味するラテン語 gubernum を語

源にもつ統治の概念である。「共治」とも訳されるガヴァナンスは、さまざまな主体が

対等な立場にたって協働しながら調整や合意形成を行うあり方を示し、権限の階層性と

合法的な強制力を前提とするガヴァメントと区別されて用いられる3。地域や都市の未

来をつくるのは、首長や議会、行政だけではない。市民だれもが、ともに乗り組む船の

進路を決める「主体」であることへ、意識が向けられているのである。	

	 だが、市民セクターが行政と「ともに」地域運営を担うあり方が全体として模索され

るなかで、自治体文化政策の現状として、市民や非営利活動団体などと対等な立場で文

化振興を担うあり方が、行政側で広く共有されていない実態が指摘されている4。ガヴ

ァナンス型の地域運営に向かう自治体行政は、文化の領域においても、地域内の多様な

共治のアクターをより明確に認識する必要があろう。行政と市民社会が協働のパートナ

ーとして互いに認めあい、ともにまちをつくる協同関係を、どう構築するかが問われて

いる。	

	 ここで注目されるのは、フランスの議論が、自治体文化政策を「地域の文化ガヴァナ

ンス」におけるリーダーシップの発露として認識している点である5。ギィ・サエズ（Guy 

Saez）の 2005 年の論考によれば、地域の文化ガヴァナンスは、1.	自治体政府と議員、

2.	中央政府の関与者、3.	アーティストや地域文化施設職員といった専門家、4.	アマ

チュア、5.	近隣他自治体などの協力者、6.	企業、7.	コンサルタント、の類型に括ら

れるアクターの関与で成り立ち、このなかで自治体政府は、契約締結などの手段を用い

て、地域内外のアクターとの協力関係を複層的に構築維持する調整者の役割を果たして

いる。自治体は、地域内外のアクター間のネットワーク構築によって財源を確保し、共

有される方向性を実現するための舵取り役を担うことを通じて文化政策を行っている

のである。このような政策実践の社会構造は、いかなる経緯から成立し、どのような制

度に支えられているのか。本稿は、フランスの都市文化政策が「共治」の空間として形

成されたプロセスの解明を、第２の課題とする。	

                                                        
3 宮島喬［編集］『岩波小辞典	 社会学』岩波書店、2003年、32頁。「ガヴァナンス」の項。 
4 小林真理「自治体文化行政と行政改革	 理念と現実の乖離」小林真理［編］『行政改革と文化
創造のイニシアティヴ	 新しい共創の模索』美学出版、2013年。 
5 Guy Saez, “Gouvernance culturelle territoriale : les acteurs”, in Guy Saez (sous la direction de), 
Institutions et vie culturelle, La documentation française, 2005.  
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	 第１の課題とした政策理念の明確化は、共治の成立とも関係する。レイモン・ウェバ

ー（Raymond Weber）は、文化ガヴァナンス概念を解説するうえで、ガヴァナンスとは

個人および組織間の相互作用的な調整システムであり、多数決原理で成立する法や慣習

法（コモン・ロー）としての判例の体系に依拠するのではなく、当事者間の永続的な話

し合いでつくられる基準や「行動規範」に従って秩序を形成していく実践である、と整

理した6。つまり、アクター間に理念的コンセンサスが形成されることは、共治を成立

させる前提条件のひとつとみられるのである7。	

	 本論では、20 世紀後半のフランス都市文化政策の歴史的展開を、文化ガヴァナンス

の実践プロセスとして検証していく。上述の問題意識から、とくに共治の主体と協働の

理念という２側面に注目して分析を進める。	

	

４.	 研究方法 

（１）国と自治体の協力を支える制度への着目 

	 本論は、文献・資料に基づく実証研究である。まず、フランスの先行研究が示す都市

文化政策の歴史と制度、各時期の政策の方向性を整理し、そのうえで政策実行プロセス

の担い手に焦点をあて、著作や発言のなかに、政策構想を裏付ける思想や問題意識を求

めていく。さらに、文化省と自治体の協力を実現した以下の２制度に着目することによ

って、政策実践の実態を具体的に明らかにする。 

	 第１の制度は、1961年から 1991年まで「文化行動機関」（établissement d’action culturelle、

以下では EAC と略記）の名称で類型化されていた公設民営の文化施設である。本論中

では、action culturelleを「文化行動」と訳す。広義には、社会の人びとと芸術文化を関

係づける活動全般を示す概念であり、人びとの芸術作品への接近を助ける活動や、人び

との表現や創造力を引き出す活動などを指す。 

	 「文化行動機関」EAC の名称は、1991 年に廃止された。現行の公共劇場制度のなか

で旧 EACは、「国立舞台」（scène nationale、以下 SNと略記）と分類されている8。「SN」

                                                        
6 Raymond Weber, <Quelle gouvernance pour la culture et le secteur culturel?>, working document for 
the Euro-American Campus on Cultural Cooperation, Las Palmas de Gran Canaria, 30 Novembre – 3 
December 2010. 
7 共治の原初的なイメージとして、ウェバーは、14世紀の都市国家シエナで活動した画家アン
ブロージョ・ロレンツェティの「善政の寓意」を示した。このフレスコ画で、24人のシエナ市
民は、「正義」の下にいる和合の女神（コンコルド）から「調和」の象徴である縄（コルド）

を受け取り、連なってこれをともに持ちながら、老人の姿で表された共同体とその公益へと受

け渡している。共同体の象徴である老人は、「勇気」「慎重」「節制」「公正」「寛容」を表

す人物に取り囲まれている。市民は、各自が信じるこれらの価値のために協働するのである。 
8 フランスの公共劇場制度は、国立劇場 (Théâtres Nationaux)、国立演劇センター（Centres 
Dramatiques Nationaux, CDN）と地域圏演劇センター（Centres Dramatiques Régionaux, CDR）、国
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74 SN

EPCC : établissements public de coopération culturelle
9 SN 24% 5 10

national

national

1960

SN

 

EAC

11

EAC

 

 1 4  

 
 

                                                                                                                                                                  
(Scènes Nationales, SN) (Scènes Conventionnées, SC) 4

national

 
 

2009 2010 3  
 Ministère de la Culture et de la Communication, Chiffres clés 2013 Statistiques de la culture, p.100. 

11 Guy Saez, Démocratisation, in Emmanuel de Waresquiel (sous la direction de), Dictionnaire des 
politiques culturelles en France depuis 1959 : une exception française, Larousse : CNRS Editions, 2001, 
pp.201-204.  
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	 第２に、文化省と自治体が結んだ協定を参照する。検討対象は、1970 年代後半に成

立した「文化憲章」と、地方分権化以後に文化省と自治体が署名した｢文化的発展協定｣

である。前出のサエズは、82 年以後の協定について、その後の都市文化政策を規定す

る「協力という政治的文法（grammaire politique）」を定めた「制度遺産」であると説

明している12。これらの制度は 70年代初頭の「文化的発展」の理念から生成されたが、

都市文化政策の総合方針を明確化したうえで、実施事業ごとに国と自治体の協力内容を

明記して予算化することを原則とした。したがって、協定の内容から、成立時の地域の

現実を具体的に読み解くことができる。本論中で検討する憲章と協定を、表 1として示

す。 

	 この他に、調査の過程で、都市文化政策に関わった実践者へのインタビューを行い、

多くの貴重な示唆を受けた。証言は、検討資料の選定にも反映されている。口頭で得た

情報を論文に反映させる場合は、資料的な裏付けを示すことによって、再現性を期す。 

 

表  1	 検討する文化的発展協定（文化憲章および名称の異なる協定を含む）  

 
注：【】内は協定内容を整理した別表番号。［］内は成立への言及に留まる。 
出典：筆者作成 

                                                        
12 Guy Saez (sous la direction de), op.cit., p.41. 
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５.	 論文構成 

	 本論文の構成は以下のとおりである。 

 

序章	 	  

第Ⅰ章	 自治体文化政策創成期の政策理念と市民社会 

第Ⅱ章	 1970年代革新自治体の実践と理論 

第Ⅲ章	 第１次地方分権化改革における制度設計 

第Ⅳ章	 地方分権化と欧州統合のなかで 

終章	 	 都市文化政策の課題 

 

	 序章では、フランス都市文化政策略史と先行研究をふまえ、研究課題と方法を示す。 

	 第Ⅰ章は、略史の第１期と第２期に相当する。「文化的発展」が政策理念として生成

された過程を、自治体文化政策の創成期を支えた市民社会の側から明らかにする。 

	 第Ⅱ章は、第３期に相当する。1968 年「五月革命」前後の都市文化政策をめぐる議

論を参照して、70年代初頭の「文化的発展」の概念を明確化する。続いて 70年代の革

新自治体の文化政策実践を明らかにし、ここから 1981 年大統領選前夜の社会党内の議

論に反映された文化政策理論の骨子を示す。 

	 第Ⅲ章は、第４期に相当する。ミッテラン政権が推進した第１次地方分権化改革で、

文化省と地方自治体の間に新たな関係性が構築された過程を、70 年代の革新自治体文

化政策からの連続性のなかで分析し、制度設計の企図を明らかにする。 

	 第Ⅳ章は、第５期に相当する。分権化後の都市文化政策を、２地域で成立した協定か

ら示す。第 1節では、国の支援を最大限に活用した公職兼職首長に焦点を当てて、欧州

統合に向けて新たな都市アイデンティティを構築した政策プロセスを分析する。第 2節

では、高度な専門性が要求される、複合的な「地域の文化的発展」に向かった自治体文

化行政の変容をみる。 

	 終章では、20 世紀後半のフランス都市文化政策の歴史的展開を振り返り、「文化的

発展」の政策理念が設定した課題の変遷を整理する。また、政策対象としての文化概念

定義の諸層を示す。これを踏まえて、都市文化政策研究が、今後日本で向きあうべき課

題を提示する。 
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第Ⅰ章	 自治体文化政策創成期の政策理念と市民社会 

 

第５節	 文化的発展の理念と自治体文化政策の創成期 

（１）行動する市民 

	 本章では、第２次世界大戦終結直後と高度経済成長期に、市民主導と行政主導のふた

つの異なる「文化の家」を設立したグルノーブルの経験を中心におき、自治体文化政策

の創成期をつくった市民社会の行動と議論に焦点を当てた。戦前からの民衆教育運動や

民衆演劇運動に連なる地域の歴史には、レジスタンスと占領からの解放（リベラシオン）

を経て、戦後直ちに文化による社会再建に向かった市民の意志をみることができた。 

	 解放直後に誕生した「グルノーブル文化の家」は、同地で民衆教育運動の戦後再生に

着手した外来のレジスタンス経験者の発意から実現した、地域市民社会による協同事業

だった。戦争で荒廃した地方都市に文化の場を拓く市民プロジェクトは、地域に根ざし

た演劇創造を志向した民衆演劇の演出家との協働を求め、臨時政府期から第４共和政期

の国民教育省もこれを積極的に支援した。だが、活動継続に不可欠な地元自治体の協力

が得られなかったために、1945 年に設立された「文化の家」は短命に終わり、演出家

ジャン・ダステは、グルノーブルを離れて、転出先のサンテティエンヌで国立演劇セン

ター（CDN）を創設することになる。 

	 CDN 創設は、劇場を新設する政策ではなかった。地方都市を拠点とする劇団を地域

に根付かせ、活動の質を保つために、国と自治体による共同助成制度が立ち上げられた

のである。各地の CDNは、古典戯曲を中心とするレパートリー作品を創作するととも

に、地域の観客との関係性構築にも力を尽くし、初期には巡回公演や野外空間での上演

を多く手がけた 。観客側もまた、「行動する観客」（spectacteur）として、CDN の活

動を積極的に支えていた 。ヴィラールが率いたパリの国立民衆劇場 TNPを頂点とした

民衆演劇は、多くの人びとを魅了し、各地に「民衆演劇友の会」が組織されて、地域間

交流も行われていた。文化省が 1960 年代に設立した「文化の家」は、こうした経験と

人材に多くを負っている。 

	 「文化の家」は、アソシアシオンや組合代表者、地方議会議員、国の代表者が参加す

る「文化の議会」として構想されたと説明されている 。当時の状況を具体的に検討し

た結果、この制度が市民社会の現実の動きに裏付けられたものであったことが明らかに

なった。文化省の「文化の民主化」政策によって実現された「文化の家」は、設備面で

はかなりの地域差がある「施設」だったことが知られる 。だが、アソシアシオン形式

の共同管理システムを採用したことによって、地域市民社会、自治体、中央政府の協同
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を継続させる「機関」として各地に根を下ろしたのである。 

	 グルノーブルでこの文化機関を実現した地域市民社会は、デュブドゥ市政を誕生させ

たバックグラウンドでもあり、自治体文化政策の創成期を出現させている。グルノーブ

ル GAM発足当時の支持団体構成をみると、レジスタンスに端を発した上述の民衆教育

団体をはじめ、より新しい動きとしては、同じく民衆教育運動から出発したがアルジェ

リア戦争期の反戦運動を経て市民向けの政治教育へと活動を展開させた団体、第３世界

への連帯を呼びかけたグループ、そして地域民主主義を論じた市民団体などが集ってい

たことがわかる。また、生活に直結する都市インフラを論じる場には、住区や職場から

の参加もあった。各集団のメンバーシップは相互に重なり、彼らはまた、さまざまな芸

術文化団体や演劇鑑賞組織で活動する個人でもあった。当時の地方都市の市民社会は、

生活の場で、政治的議論の場で、文化的実践と享受の場で、輻輳的に広がっていたネッ

トワークの総体として把握することができる。さらに各集団は、他地域ともつながって

いた。 

	 1960 年代半ばのグルノーブルでは、「文化の家」設立と市議会選挙を契機として、

行動する市民の意志と自治体の文化政策が結びついた。65 年に誕生したデュブドゥ市

政は、民衆教育団体「人民と文化」の影響下で、全市民が日常生活のなかで生涯にわた

って多様な文化的機会に接することのできる環境づくりに着手したが、これは当時「文

化的発展」として論じられた政策理念を現実のものとする先進的な実践だった。 

 

（２）文化的享受と個人の潜在力実現 

	 「文化的発展」（développement culturel）は、1960年代の国家計画策定空間に提出さ

れた政策理念である。政策対象としての文化概念を広くとらえる「文化的民主主義」と

一対をなす理論だった。提唱者デュマズディエは、社会に共有される文化的機会の拡充

は、共同体を構成する意識主体である個人の人格の発達を促す施策であり、民主主義を

擁護するために必要なコストである、と著書で論じている。「文化的発展」の最終的な

目的は「民主主義の発展の前提となる市民参加」を実現することにあった。経済成長に

支えられて余暇が増大する見通しのなかで、人びとの創造的な自己開発や積極的な社会

参加を促す文化行動と、それを支える公共政策が求められたのである。 

	 「文化的発展」の底流にはムニエから受け継がれた人格主義の思想があり、主張の背

景には市民社会の支持の広がりがあった。前提となる「文化的民主主義」は、多様な個

人の潜在力を実現するためには多様な文化的機会が必要だとする考え方である。ただし

「文化的発展」と「文化的民主主義」は、当時の文化省が重視した「文化の民主化」へ

の明確なアンチテーゼとして打ち出されていた訳ではない。社会科学的な観察に立脚し
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ながら、個人の人格の発展を促す多様な文化的ニーズを見極めることによって、「民主

化」政策が対象とした狭義の文化概念を超えて、より幅広い文化的享受の機会を社会に

実現しようとする提案であった。 

 

（３）文化による社会再建 

	 「文化的発展」をテーマに掲げた「アヴィニョン・ミーティング」には、さまざまな

場で活動した文化のミリタンたちが参加した。本章ではその議論を紐解き、自治体文化

政策の創成期にこの理念を共有した人びとの多くがレジスタンス経験者であり、政治的

宗教的社会的立場の違いに拘らず、個人の自由と個の力を失わせる社会への切実な危機

感を抱いていたことをみた。 

	 1946 年に制定されたフランス第４共和国憲法は、「フランス人民は、人類を隷従さ

せ堕落させることを企図した体制に対して自由な人民が獲得した勝利の直後に、あらた

めて、すべての人間が、人種、宗教、信条による差別なく、譲りわたすことのできない

神聖な権利をもつことを宣言する」と前文に記したうえで、市民の権利と自由、そして

共和国の基本的原理を確認した。前文で「現代にとくに必要」とされた諸原理のなかに

は、個人と家族の発展に必要な要件の国による確保があり、また「文化（culture）につ

いての機会均等」の保証が、教育や職業養成の機会均等の保証と並べて明記されている。

また、これらの諸権利と諸原理は、第５共和国憲法で再確認され、現在に引き継がれて

いる。 

	 本章で明らかにした市民社会の動きと議論は、全体主義との戦闘を経て自由を勝ち取

った者たちが、解放後の社会再建を全面的に国家に委ねることなく、それぞれの活動の

場から自らの手で成し遂げる努力を重ねた歴史を示している。1960 年代のフランスで

打ち出された「文化的発展」は、文化による社会再建の政策理念であり、個人の自由と

人格の発展が、民主主義社会を実現するうえでもっとも本質的な課題であるという認識

に基づいていた。 

	 だが第２次世界大戦後のフランスは、「戦後」の平和を享受していた訳ではない。植

民地の維持を目的として、大戦終結後から 1954年 5月まで継続されたインドシナ戦争

は、60年代のアメリカ・ヴェトナム戦争の前史である。また、54年 11月のアルジェリ

ア国民解放戦線（FLN）の武装蜂起から 7年余りも続いたアルジェリア戦争、とりわけ

そこで明らかになったフランス軍による拷問の猖獗は、「共和国の価値」を戴くフラン

スが、真にすべての人の権利と自由と平等に価値をおく民主的な国家なのか、という問

いを絶え間なく人びとにつきつけたのだった。本章でみたデュブドゥ市政の支持層にも、

対植民地戦争への抗議を原点とする活動の流れが含まれていた。 
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	 反戦、反植民地主義は、1968 年に世界各地で続々と顕在化した体制への異議申し立

ての基調をなしていた。次章では、以後の社会変容のなかで、都市文化政策の理念と実

践がいかに展開されたかを検討する。 

 

第Ⅱ章	 1970年代革新自治体の実践と理論 

 

第６節	 政治的選択としての自治体文化政策 

（１）社会的周縁をみつめた文化行動の実践者 

	 本章では、1968年 5月から 1981年 5月にみられた都市文化政策の制度と理論の変化

を、デュブドゥ市政期の実践記録を中心に置いて検討してきた。 

	 五月革命を経験したフランスが「新しい社会」を目指すなかで、「文化的発展」は

70 年代初頭に国家計画の指針とされ、続いて都市文化政策をめぐる中央地方関係を支

える制度の礎が置かれた。だが現実には、すべての人の十全な市民的権利を実現する「市

民政策」としての文化政策に、国が本格的にとりくむには至らなかった。 

	 反戦、反植民地主義、知識人や学生と労働者の連帯などを抱合した五月革命は、さま

ざまな次元に存在する「中心—周縁」に人びとの意識を向け、弱者や少数者が抱える問

題に光が当てられるきっかけをつくっている。五月革命は、「文化の民主化」政策への

批判を顕在化させたことによって、都市文化政策に転機をもたらした。なかでも、従来

の公共劇場の活動とは無縁であった、フランス社会の主流文化からは遠い「非観客」の

存在が、ここでクローズアップされた意味は大きい。周縁的な立場にある人びとに、文

化や芸術によって働きかけて、世界に関わる足がかりとなる意識を拓き、歴史をつくる

主体としての力を実現しようとする、実存主義的な文化行動の理論が示された。 

	 地方都市の革新自治体は、70 年代に進展した社会運動と新しい文化行動理論を反映

させながら、実験的要素を含む文化政策を行った。デュブドゥ市政による文化政策の調

査記録には、アソシアシオンの自発的な活動の調整役を担った市政府の基本姿勢、事実

観察に基づく社会的格差への対応、さらに公共空間にアートを組み込むことによって人

びとの「都市への権利」を実現し「人間主義」を追求した試みがみられる。文化的少数

者に表現を促し、地方言語や生活文化の多様な価値を明らかにして、文化を多元的にと

らえる視点を都市内に確保するとりくみにも力が入れられた。 

	 参加型地域民主主義を基本方針としたデュブドゥ市政の文化政策は、市民ひとりひと

りが文化的主体となるための条件づくりに主眼を置いた。都市の社会的周縁に生きる人

びとへの積極的な働きかけがその特徴のひとつであり、とくにタスカが率いた時期の
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「文化の家」の活動には、68年 5月後の文化行動理論の影響が色濃く反映されている。 

	 グルノーブルで「都市
シ テ

における文化行動」（action culturelle dans la cité）を実践した

のは、市民運動出身の議員、さまざまな分野のアソシアシオン、市政の方針に賛同して

他都市から活動拠点を移した学芸員や文化行動の専門家らである13。また、「文化の家」

運営アソシアシオンで活躍した市民のなかには、のちに国の文化政策改革を担う中央政

府官僚もいた。 

 

（２）多様な人間がともに生きる社会へ 

	 五月革命以後に文化行動にとりくんだ各地の実践者たちは、地域と業種を超えた交流

研究会を組織して、文化を人間の「あり方」としてとらえる立場に基づく文化政策を提

言している。ここで「文化的発展」は、「表現、創造、対決」の段階を経て人間の「あ

り方」が変わり、その延長線上で社会全体が変革される一連の「プロセス」として論じ

られた。 

	 研究会から発信された理論によれば、文化行動の目的は、少数者や弱者が各固有の文

化の独自性と真正性を手にし、これを「資源」として自らのあり方を主体的に決定して

いく「文化プロセス」を活性化させることにあった。個人の尊厳を守るために、「真正

な文化的多元主義」の条件をいかにつくるかが、文化行動の課題であった。 

	 70 年代末の議論において、自治体文化政策は、差異を認め合う多様性のなかで統合

された、「真に人間的な社会」を実現する政治闘争の課題とみなされた。そこには、地

方分権化への期待の高まりがあり、公共的意思決定の分権化が進めば、コミュニティに

おける社交と文化がいっそう重要になるだろうという見通しがあった。 

	 人間の共同体である「都市
シ テ

」を構成する市民ひとりひとりの尊厳を裏付ける文化が、

それぞれに異なることは明白であった。革新自治体文化政策の実践者たちは、その差異

を問題視するのではなく、差異の対等な対決を実現することによって、「文化プロセス」

を発展させる可能性を探っていた。芸術創造を社会のなかに位置づけて人びとの議論を

喚起する文化行動は、アートを誘因とする社会変革にその照準を合わせていた。多様な

人間が多様なままで、それぞれの独自性を認め合いながら、ともによりよく生きる社会

へ向かうための道が模索されていたのである。 

 

（３）地域からの民主主義再建	  

	 革新自治体の勢力伸張は、70年代の左翼再生を支え、1981年 5月の政権交替に結び
                                                        
13 革新自治体の文化政策は、しばしば「都市（cité）における文化行動」と表現された。citéは、
市民権や都市の市民共同体を表すラテン語の civitasを語源としている。 
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つく潮流となった。1968年以後のフランスでは、「自主管理」（autogestion）という語

が社会運動の一つの流れを形容したが、グルノーブル・デュブドゥ市政を筆頭とする全

国の GAM勢力はその重要な一翼を成していた14。社会党再編に合流した自主管理派は、

従来の国家中心主義的な社会主義とは異なる立場をとり、党内に地方分権化を求める動

きをつくっている15。 

	 自主管理派の革新市政が、自治と分権を求めたもっとも現実的な動機は、都市生活上

の諸課題を解決するうえで、地域から遠い中央政府の決定では必要性を充たすことがで

きないという点にあった16。ただし、より根源的なレベルでは、「第１に住区とその周

辺に、次いで国家のレベルで、真の民主主義が確立されるためにはいかなる条件がつく

られねばならないか」という問題意識が、当時 100以上あった全国の GAMグループに

共有されていたとされる17。デュブドゥ市長は、市政運営について「個人および人間の

グループが、自分の運命を自分で支配する方向に進もうとする賭け」だとも述べている。 

	 フランスの民主主義を地域からボトムアップでつくりなおす―70 年代に拡大した参

加民主主義の最終目標は、ここにあった。そして参加民主主義の土壌を耕す都市文化政

策は、全ての人が市民としての権利を全うに行使するための条件として、ひとりひとり

の異なる文化を満たすことを求めた。そして、芸術を介した他者とのコミュニケーショ

ンを通して、個人と集団がさらに力を獲得し、「真に人間的な社会」へ向かう文化的発

展のプロセスが実現されるために、都市
シ テ

のなかに同時代の芸術創造を位置づけようとし

たのであった。 

	 革新自治体が希求した地方分権化は、81年の国政の政権交替を経て、実現に向かう。

次章では、自治体文化政策を支える国の制度が、地方分権化に際してどのように設計さ

れたのかを検討する。 

  

                                                        
14 ピエール・ロザンバン著、新田俊三・田中光雄訳、前掲書。70年代フランスの自主管理社会
主義は、「支配的機能」から国家を撤退させて、社会的調整を担う「指導的機能」への役割変

更を促す立場を明らかにしていた。 
15 中田晋自「フランス地方分権改革の源流（上）（下）1970年代の都市コミューンにおける分
権化要求運動」「立命館法学 6号 268」1999年、「立命館法学 2000年 1号 269号」2000年。 
16 アルベール・ルソー、ロジェ・ボネ共著、前掲書、40-41頁。 
17 同上、1頁。 
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第Ⅲ章	 第１次地方分権化改革における制度設計 

 

第６節	 文化の分権化制度設計の企図と蹉跌 

（１）ラング文化省内の革新自治体の経験 

	 本章では、1981年から 86年まで文化省内に存在した「文化的発展局」に焦点を与え

て、70 年代革新自治体の経験が、第１次地方分権改革で設計された自治体文化政策を

支える国の制度にいかに反映されたかを検討した。 

	 文化省の新しい責務を定めた 1982年 5月の政令は、国民の創造性を重視するととも

に、文化的多元的主義の立場を明らかにした。1980 年社会党綱領『社会主義プロジェ

クト』の文化政策ヴィジョンは、個人の市民的責任力の基盤としての文化を意識してい

たが、ここには 70年代の自治体文化政策からの連続性をみることができる。 

	 ラング文化省には、70 年代の地方都市で活動した人材が集結した。自治体文化政策

と文化行動機関 EAC を管轄した文化的発展局は、グルノーブル出身者を中心に構成さ

れた省内の自主管理派である。同局は、「文化的発展」を芸術創造とあらゆる人びとの

多様な文化的実践の相互的な発展として定義し、地方分権化とともに 77 年体制左派自

治体の文化政策を全国に拡大する期待と意志をもっていた。 

	 「個人と集団により多くの権力を与える」思想は、社会党政権の文化政策を導いたひ

とつの理念だったのである。 

 

（２）経済と文化	  

	 だが、文化省が実際に注力したのは「文化と経済を結びつけ、創造と創意の機運を高

める」政策であった。経済危機克服が最大の課題となるなかで、政権中枢は経済発展に

資する文化政策により力点を置いた。知識社会への移行においてプロの芸術創造は経済

と雇用の成長を牽引するという議論が芸術創造振興の根拠とされ、「アーティストとク

リエーターのための省」を自任したラング文化省の予算倍増を理由づけた。 

	 経済再建への文化の寄与が強調されるにつれて、文化的発展局の公式責務に関しても

経済や産業と文化を結びつける側面が強化されていったから、自治・分権型社会構築を

目指す 70 年代の政治運動とともにあった「文化的発展」の理念が省内で広く共有され

ていたとみることはできない。「文化の家」をはじめとする EAC の管轄をめぐる省内

の葛藤を経て発言力を弱めた文化的発展局は、1986年の国民議会選挙後に解消された。 
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（３）共治を支える協定制度 

	 第１次地方分権化は中央政府の権限を大規模に自治体に移転し、フランス革命以来の

中央集権国家を大きく変容させた。しかし文化領域の自治体権限は、分権化改革の例外

としてほとんど階層化されず、文化省は全レベルの自治体をパートナーとする協定推進

を選択した。このとき文化的発展局は、「活動家
ミ リ タ ン

的」な熱意をもって地方議員との協定

交渉を中央からリードし、国と複数の自治体が各自の選択によって「ともに」政策実践

に関与する方式を拡大させたといわれる。この制度的枠組みは、以後長期にわたり、都

市文化政策を支える基本構造となった。 

	 文化的発展局は、分権化法案を準備していた内務省に対して、フランスの文化政策が

方針を提案して「招く」ことで多様な「パートナー」たちの連携を促してきた歴史を示

し、文化の分権化の例外的選択の正当性を説得した。明確に権限を配分する法制度上の

地方分権化の原則に反しても、利害関係者の協働を重視して調整と合意形成をはかる

「共治」としてのガヴァナンス構築を意図的に選択したことがわかる。 

	 その前提として、あらゆる芸術創造と文化的実践は基本的に個人や集団による自発的

な活動であることが確認されており、これを振興する政策は、本来的に「管理行政では

ない」という認識があった。これが、この制度設計の第１の理由である。都市文化政策

の大きな部分は、アソシアシオンの形態をとることが多い活動主体への助成や、環境を

整備する事業として行われる。あらゆる自治体が権限規定に縛られずに国とともに関与

できるフラットなしくみは、複数の公的財源が投入される可能性を担保し、結果として

文化を担う市民社会や芸術家の活動の多元性を支えることになる。つまり、ある自治体

の助成が得られない場合でも、他の自治体や国の助成があれば活動の継続性が保たれる。

本章でみたナント都市圏のケースでは、行政間協力なくして CRDC は存続し得なかっ

た。制度設計に込められた企図がうまく実現した例であるといえる。 

	 もうひとつの理由は、80 年代初頭のフランスで「右派の文化政策と左派の文化政策

が存在する」事実が明確に意識されていた点に求められる18。文化問題をめぐる厳しい

政治対立を踏まえれば、政権に参加した自主管理派には、地域から民主主義を再建する

政治闘争の課題として文化にとりくんだ 77 年体制の自治体文化政策を、協定を通して

全国的に拡大する野心があったことが推定される。初期の文化的発展局は、協定交渉に

政治的意味を与えており、地方議員を協議に巻き込むことによって影響力の拡大を図っ

ていた。また 83 年地方選挙後の状況変化のなかでも、同局は、協定制度や文化行動機

関を戦略的に用いながら、文化による社会変革を推進しようとした。その政治的意思は、

                                                        
18Jacques Renard, op.cit., p.224. 
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本章の検討事例からも明らかである。70 年代革新自治体の実践と理論に連なる施策が

1990 年のナント協定で実現したことは、「文化的発展」をめぐる中央政府の言説と地

方政治の状況が変化したなかで、当然の帰結とは言えないだろう。 

	 「社会主義の実験」の失敗が明らかになり、深刻化する経済危機のなかで行われた

83 年地方選で左派が大敗するとまもなく、ミッテラン政権は、社会主義を断念して新

自由主義的な経済政策への切換えを選択した。これは、「転回 le tournant」と呼ばれる

フランス政治史上の転換点である。社会主義を標榜して成立した政府が、市場原理に則

る競争力強化へと方向転換するなかで、政権成立プロセスを支えた 68 年以後の社会運

動の多くは、離脱や変容を強いられた。グルノーブル・デュブドゥ市政は 83 年に保守

新人候補に敗れて幕を下ろし、自主管理運動も縮小している19。理念を共有する自治体

とともに、文化による社会変革を進めようとした文化的発展局の「使命の行政」として

の政治的意志もまた、文化省の組織図から 86年に消えた20。	  

	 「転回」後のミッテラン政権は、欧州統合のなかに社会主義に代わる新たな政治プロ

ジェクトを求め、国境を超えた産業再編に経済再生の活路を求めたことが近年の政治史

研究では明らかにされている21。この不可逆的な流れのなかで、地方都市の自治体が文

化によって解決を図る課題もまた変化していった。1990 年のナント文化的発展協定が

都市の国際的地位の向上を目的のひとつに掲げ、「国際的イベント」の開催が組み込ま

れていることは、そのひとつの現れとしてみることができる。 

	 地方都市が直面した現実のなかで、分権化後の都市文化政策はどのような目的に向か

ったのか、またそこでは文化のどのような側面が注目されたのだろうか。次章では、文

化省と自治体が結んだ協定に沿って具体的に検討していく。 

  

                                                        
19 市議会選挙で敗れたデュブドゥは国会議員も辞して政界から引退し、技術者にもどった。そ
の３年後の 1986年 7月 25日、モンブラン山塊における登山事故で 63年の生涯を閉じている。 
20 保革共存政権の文化省では、総務局（DAG）が DDCの協定業務を引き継いで総務文化的環境
局（La Direction de l’administration générale et de l’environnement culturel, DAGEC）に改編された。
EACや助成を受ける団体の管轄は、演劇・舞台芸術局に移管された。 
21 吉田徹『ミッテラン社会党の転換	 社会主義から欧州統合へ』法政大学出版局、2008年、お
よび、渡邊啓貴『現代フランス「栄光の時代」の終焉、欧州への活路』岩波現代全書、2015年、
を参照。 
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第Ⅳ章	 地方分権化と欧州統合のなかで 

 

第３節	 自治体文化政策の都市戦略化 

（１）地域経済の危機と文化 

	 本章では、第１次地方分権化改革で設計された自治体文化政策を支える国の制度が、

地方都市の現実のなかで実際にはいかに用いられたかを、構造的な経済危機に苦しんだ

ふたつの都市/地域の事例に沿って具体的に検証した。 

	 ここでは、地方分権化と欧州統合の深化とともに、都市文化政策が地域の経済発展実

現の手段とみなされて急速に戦略化した実態を確認することができた。両事例ともに、

文化によって地域アイデンティティを転換して市民の集合的意識に働きかけようとし

た段階と、都市間競争を勝ち抜くために都市/地域の対外的な魅力を創出発信しようと

した段階を経験している。 

 

（２）職業化した共治 

	 この動きをリードしたのは、第１に、地方分権化で権力の集中が進んだ公職兼職首長

である。前章で確認したように、文化についての自治体権限は階層的に定められなかっ

たため、全レベルの自治体が関与する政策分野となった。複数の公選職を兼ねた首長に

は地域規模の文化政策に関する決定権が集中したから、地域での意思決定は迅速であり、

中央政府に対する発言力も強まった。欧州統合の見通しによって都市間の競争が激化し

たとき、兼職首長がもつ強大な交渉力は、地域経済発展の手段としての文化政策を急展

開させた。 

	 第２の要因は、自治体文化行政の専門職化である。分権化後の都市文化政策では、協

定政策の拡大とともに、70 年代初頭の「文化的発展」の国家計画化によって発足した

「文化関与基金」（Fonds d’intervention Culturelle）と同時に生まれた「文化工学」（ingénierie 

culturelle）、すなわち「パートナーから表明される目標設定、計画策定、財源確保、計

画の技術的実行に関する依頼に対して、質、費用、時間の各面で最適な解決法を提示で

きる専門能力」の需要が高まった22。首長や議員が決定する方針のもとで、地域に存在

する活動とニーズを踏まえた文化政策を策定し、国や他自治体との協定を通して事業財

源を拡大する技術をもつ専門家を、自治体は必要としたのである23。力のあるアソシア

                                                        
22 Claude Mollard, op.cit., p.3.  
23 序章で示したように、タリアノ＝デ＝ガレによる比較歴史研究は、検討した 6主要地方都市
すべての自治体政府内で、20世紀末には同程度に専門化した文化行政組織が機能していた状況
を確認している。 
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シオンや独創的な芸術団体と連携するための選択眼もまた求められた。 

	 首長直轄の文化問題総局を設立したマルセイユは、文化省組織と共通する各専門分野

担当者を配置して国との協定交渉に臨んだ。ノール＝パ・ド・カレ地域圏の文化関与実

験基金（FRIEC）や、マルセイユ市の文化関与基金（FIC）は、助成交付を通じて地域

内の文化団体・アソシアシオンとの連携を進めた。これらの専門組織は、いずれも地方

政治の影響のもとで他のアクターとの協働を推進したため、都市再開発や経済政策と連

動する文化政策の手段的側面は、いっそう強化された。その到達点のひとつを、マルセ

イユの 98年文化的発展協定にみることができた。 

	 第３に、マルセイユの例では、地方都市のアソシアシオンや芸術団体が、文化による

経済発展を実現する政策のニーズを充足する「文化企業家」の性格を帯びた実態がみら

れた。自治体から「サテライト実働部門」とみなされた有力団体は、創造的な企画運営

力や卓越した独自性によって、政策パートナーとして置換不能な位置を確立し、政権交

替を超えて長期的に活動を拡大し続けている。20 世紀末に、都市と地域の経済発展を

文化政策の主要目的とする点について、自治体の政治的立場による差異は認められなく

なった。 

 

（３）「文化的発展」と「地域の文化的発展」の隔たり 

	 本章で分析した協定の内容からは、分権化とともに設計された国と自治体の共治を支

える制度が、地域経済発展の都市戦略としての政策実践を結果的に拡大させたことが明

らかになった。	  

	 サエズによる文化ガヴァナンス解説は、地方分権化後の都市文化政策は、協力という

「政治の文法（grammaire politique）」を使いこなし、市、県、地域圏、中央政府の財

源を相互化して、共通プロジェクトを実現する地域規模のガヴァナンスに向かったと説

明している24。地方政治が決定する政策方針を実現するための主体間協力は、「文法」

に喩えられるほどにまで普遍化したということだろう。 

	 だが歴史を顧みるなら、「地域の文化的発展」を支える共治の文法は、人びとの生活

の中心に文化を位置づけることで個人とその総体としての社会の「文化的発展」を実現

する都市文化政策の理念から生まれたことがわかる。第２次世界大戦後に文化による社

会再建にとりくんだ市民社会の願いと、1968 年五月革命後の革新自治体伸張に育まれ

た文化行動実践者たちの議論は、第１次地方分権化改革における文化の分権化制度設計

に反映され、都市文化政策は、立場を超えて意志を共有するアクター間の自由な協働に

                                                        
24 Guy Saez (sous la direction de), op.cit., p.41. 
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委ねられた。だが、地方分権化の深化と欧州統合のなかで、地方政治が地域経済の発展

を圧倒的な優先課題とし、強力なリーダーシップを発揮するようになると、分権化前夜

とは規模も目的も異なる都市文化政策が展開されたことが確認された。 

 

終章 

 

第２節	 市民から都市へ―課題意識の比重変化 

	 フランス都市文化政策の歴史的展開と政策理念の変遷は、ふたつの課題意識の比重変

化を映している。 

	 第１の課題意識は、多様な個人と社会集団で構成される共同体としての都市あるいは

地域の発展に向けられていた。「文化的発展」の政策理念は、社会の構成員がどれほど

その精神的な潜在力を実現して、公共的な意思決定主体として力を発揮できるかを問う

視点から生成されている。 

	 人びとの生活の中心に文化や芸術創造を位置づけることによって、市民の潜在力を実

現しようとする文化政策の理念は、人権意識に基づいてすべての人間の自由と平等を尊

重し、すべての人間が社会の意思決定に参加することを保証する「精神」としての民主

主義（デモクラシー）の真正な実現への希求と重なっている。その議論と実践は、フラ

ンス現代史が経験した危機感とともに展開されてきた。 

	 第２次世界大戦後の社会再建のなかで「文化的発展」を支持したレジスタンス世代の

活動家
ミ リ タ ン

たちは、共和国の価値「自由、平等、友愛」を手放して人種主義と権威主義に陥

ったヴィシー政権期の体験を噛み締めながら、デモクラシー擁護の信念で連帯した。 

	 少数者や弱者の存在にフォーカスしながら、それぞれの文化を等しく尊ぶことを求め

た 70年代の議論の人権意識もまた鮮明だった。多様なものの見方や行動規範を「文化」

としてとらえ、文化間の「支配—非支配」の構造を変えようとした 68年「五月」後の議

論と政策実践は、革新自治体が追求した市民参加に基づく地域民主主義とともにあった。

その流れの中心にいたのは、対植民地戦争に反対し、社会に存在し続けるさまざまなか

たちの植民地主義的な「内的実践」を変えようとした人びとである。 

	 これに対して、いまひとつの課題意識は、経済単位としての都市や地域の発展に向け

られている。文化や芸術を手段として地域アイデンティティを変換し、都市や地域の魅

力を外部に発信することが都市文化政策の目的となった。この新しい政策理念を生んだ

のは、第１に製造業が衰退した地域に差し迫った経済構造転換の必要性であり、第２に

欧州統合の深化とともに激化した都市間競争への危機感である。 
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	 本論の事例とした都市と地域は、いずれもフランス国内では「辺境」に位置する。欧

州統合によって「中心」が相対化されたとき、辺境の都市は、独自の文化と歴史の価値

を打ち出すことで、欧州都市へ生まれ変わろうとした。換言すれば、ナショナルな経済

の枠組みのなかでは開発の対象とされてきた都市や地域がみずから経済発展の主体と

なるためには、独自の文化と歴史をもつ主体としても、自他ともに認められる必要があ

ったのである。後にリールとマルセイユは、それぞれ 2004年と 2013年に欧州文化首都

を経験した。これは、本論でみた分権化以後の政策実践の延長線上に位置づけられる選

択であろう。 

	 ふたつの方向性は異なるが、相反するわけではない。だがフランスでは、地方分権化

と欧州単一市場への移行準備がほぼ同時に進行したこともあり、都市文化政策は急速に

地域の経済発展を重視する方向に向かった。そのために、多様な市民の潜在力を実現す

る環境をつくることによって、市民の共同体としての都市の発展を実現しようとした分

権化前の課題意識はみえにくいものになっている。 

	 第１次地方分権化改革は、都市文化政策と分権の関係性に、結果としては一種の逆説

をもたらしている。社会党内で地方分権化への流れをつくった自主管理派は、市民参加

に立脚する地域民主主義を実現するために個人や集団レベルまでの分権を実現しよう

とした。そしてより大局的には、地域からボトムアップでフランスの民主主義を再建す

ることを目指していた。革新自治体の文化政策は、この目的のなかで実践されていたの

である。 

	 だが、ミッテラン政権による分権化改革は、国の財源を地方に移す点に主眼を置き、

ローカルな政策決定過程への市民参加には触れなかった25。それによって実現されたの

は、中央政府から自治体首長への分権であり、自主管理派が求めていたような、多様な

個人や集団が意思決定主体となる社会への移行ではない。 

	 地方分権化における例外とみなされた文化分野の選択は、アーティストやクリエータ

ーをはじめとする豊かな発意をもつ多様な文化の担い手を、国と全レベルの自治体がと

もに支える共治の制度である。そして制度構想の段階では、77 年体制の革新自治体文

化政策を全国に拡大することが目的のひとつとされていた。本論で検討したナント都市

圏内の協定は、文化的発展局が左派自治体による共治の原動力としてうまく機能し、当

初の企図が実現した数少ない例である。 

	 86年の政権交替とともに、自主管理派の活動家
ミ リ タ ン

的な意志は文化省の組織から消えた。

                                                        
25 分権化改革はその後段階的に進行し、1992年には「地域民主主義」のための制度が整備され、
2002年には「近隣民主主義に関する法律」が成立した。1970年代に GAMが求めた参加型地域
民主主義への接近がみられる。 
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だが、そのような意志によってつくられた「協力の制度」は、その後も長く都市文化政

策の基本枠組みとして長く継続された。「個人と集団により多くの権力を与え、発意す

る力を増す」理念をもってつくられた制度は、むしろ「文化と経済を結びつける」方針

のもとで、経済単位としての都市の競争力を増すために用いられたのである。 

	 第１次地方分権化改革が築いた自治体文化政策を支える国の制度は、その後の都市文

化政策の実践を支えたという意味では現在の基盤である。しかし「地域の文化的発展」

を求める 21世紀の都市文化政策にとって、70年代の革新自治体の経験と議論に裏付け

られた制度設計時の本旨は遠いものになった。それは、都市という共同体を構成する市

民の文化的実践の多元性を支え、差異を尊重しあう人びとの交流の中心にアートを位置

づけることで、地域から民主主義を再建しようとする企図だった。 

	 フランス都市文化政策の歴史的展開は、デモクラシー擁護と再建の目的意識をもった

人びとが、市民社会、自治体、中央政府といった立場を超えて積み上げた議論と経験の

蓄積を内包している。 

 

（以上は、本文からの抜粋による要約） 
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論文の内容の要旨 

 

論文題目	 フランス都市文化政策の歴史的展開と政策理念の変遷―市民から都市へ 

氏	 	 名	 長嶋 由紀子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

	  

	 本研究は、20 世紀後半のフランス地方都市における文化政策の展開から、都市文化政策がど

のような社会の実現を目指して行われてきたかを示すことを目的としている。 

	 序章では、ローカルな文化的環境をつくる公共政策を、共治（ガヴァナンス）の実践として

捉え直す問題意識を示し、市民社会、自治体、中央政府の恊働を導いた理念を探るという課題

を設定した。そこで注目したのが、1970年代初頭に国の文化政策の指針とされた「文化的発展」

（développement culturel）という概念である。国と自治体が協力し、教育や福祉、都市計画な

どの諸領域と連携して地域の文化的環境をつくる政策は何を目的としたのか、また、その後 30

年ほどの地方都市の文化政策の実践において、何が「文化的発展」とされたのかを検証する。

そのため、地域文化機関「文化の家」をめぐる資料、そして文化省と自治体による「文化的発

展協定」に関する行政文書を分析し、共治の担い手たちによる議論を紐解くこととした。その

上で本論を進める前提として、都市文化政策の歴史を５期に分けて概観し、本稿で検討する公

共劇場制度と協定制度を概説した。そして、事例として 1970年代の先進自治体グルノーブル市

（第Ⅰ章、第Ⅱ章）、1982年からの地方分権化初期に文化省が積極的に働きかけたナント市お

よび隣接自治体（第Ⅲ章）、同時期にその文化政策が模範例とされたノール＝パ・ド・カレ地

域圏とリール市（第Ⅳ章）、分権化後の約 10年で政策規模を急拡大したマルセイユ市（第Ⅳ章）

を選択した。 

	 第Ⅰ章「自治体文化政策創成期の政策理念と市民社会」では、自治体による本格的な文化政



 2 

策以前に、都市の文化的環境の整備にとりくんだ市民社会に注目し、「文化的発展」の理念が

生成された理由とプロセスを明らかにした。そのため、ふたつの「文化の家」の設立運営をめ

ぐって、市民社会と自治体政府が対立を経験したグルノーブルの経緯を検討した。ここでは、

ナチス・ドイツ占領からの解放
リベラシオン

後まもなく、文化による社会再建に着手した市民社会が、高度

経済成長期には全国的なネットワークを形成して都市文化政策を論じ、国の政策策定にも影響

を与えた状況を描いた。 

	 その中心となった人物が、余暇社会学研究で知られる民衆教育運動のリーダー、J.デュマズデ

ィエである。彼が首唱した「文化的発展」は、文化概念を広く定義する「文化的民主主義」と

対をなし、人びとの生活の中心に文化を位置づけて、個人や集団の発展を期する政策理念だっ

た。この考え方は、国より先に、市民運動を母体とした 60年代の革新自治体の文化政策に反映

されている。人格主義の立場から、多種多様な文化的機会の配備を求めた主張は、民主主義の

前提である市民参加の実現を目的とし、全体主義を経験した人びとに支持された。60 年代の文

化政策会議の記録には、当時の活動家
ミ リ タ ン

の多くがレジスタンス出身であり、人種主義と権威主義

に陥ったヴィシー政権期の記憶から、個人が個としての判断力を失う社会に対して、切実な危

機感を抱いていたことをみた。彼らの問題意識は、共和国の主権者である人民（peuple）が民

主主義を担う力に向けられ、社会を構成する各個人が、文化的芸術的な体験を通して、主体性、

合理的な判断力、他者への寛容を培うことを求めていた。 

	 第Ⅱ章「1970年代革新自治体の実践と理論」は、81年のミッテラン社会党政権成立までを射

程とした。本章では、欧州の戦争の記憶に胚胎した「文化的発展」が、1968年の五月革命を経

て、より若い世代にいかに論じられたかを、引き続きグルノーブルの文化政策実践記録を参照

しながら検討した。また、ここから社会党内の議論へ反映された政策理論の骨子を抽出した。 

	 反戦、反植民地主義、高度資本主義管理体制への批判、そして知識人や学生と労働者の連帯

を包含した五月革命前後の議論は、社会の諸次元に存在する「中心—周縁」「支配—非支配」の

関係性を捉え、さまざまな形で存続する植民地主義的な「内的実践」を問題にした。五月革命

は、「文化の民主化」への異議が顕在化した契機でもある。本稿はなかでも、実存主義哲学者

F.ジャンソンの議論を掘り下げ、周縁的な立場にある人びとに働きかける、文化行動の思想を示

した。 

	 市民参加に基づく地域民主主義を追求した革新自治体は、実験的要素を含む文化政策を展開

した。グルノーブル市政府は、市民団体の活動の調整役を担い、個人の文化的実践に反映され

る社会格差に配慮し、公共空間にアートを位置づけて市民の「都市への権利」（H.ルフェーヴ

ル）を実現しようと試みている。また「文化の家」や地域文化博物館は、少数者の表現を促し、

多様な文化の各固有の価値を示す企画によって、市民が文化を多元的にみる眼を育んだ。 

	 革新自治体の全国的な勢力伸張が、国政の政権交替への潮流となるなかで、各地の実践者が
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組織した研究会は、文化を人間の「あり方」と定義する立場から文化政策を論じていた。ここ

で「文化的発展」は、個人が「表現、創造、対決」を経て各自のあり方を変え、個別の変化の

総体として社会全体が変わる「プロセス」とされた。また研究会では、多くの個人や社会集団

は、「民主化」が対象とする文化とは異なる各固有の文化に価値を置いており、それに立脚し

てはじめて十全に主体性を発揮できると考えられていた。そのために、個人の尊厳を裏付ける

文化を等しく尊ぶ文化的多元主義が希求されたのである。地方分権化への期待のなかで、実践

者たちは、地域における人びとの交流のなかに芸術創造を位置づけて議論を喚起し、社会を変

革する文化政策を、全国の自治体議員や実践者に呼びかけた。70 年代末の都市文化政策は、多

様な人びとが、差異を認め合い、ともによりよく生きる社会を実現する政治課題として論じら

れていた。 

	 第Ⅲ章「第一次地方分権化改革における制度設計」は、分権化に際して、自治体文化政策を

支える国の制度がいかに設計されたかを検討した。ミッテラン政権初期の文化省で、自治体と

の交渉を担当した文化的発展局は、グルノーブル出身者を中心に構成された。本章は、ここに

焦点をあて、中央と地方の関係が新たに構築された過程を分析した。 

	 第一次地方分権化改革は、地域圏
レ ジ オ ン

、県、そして市区町村に相当する基礎自治体
コ ミ ュ ー ン

の各レベルへ

の自治体権限の明確な配分を原則としたが、例外として、文化領域の権限は階層化されなかっ

た。この枠組みを設けた文化省は、全レベルの自治体と文化的発展協定を署名し、協同を推進

した。制度構想の狙いは、決定主体の異なる公的財源を組み合わせて、市民社会や芸術家の活

動の多元性と継続性を保証する点にあると説明されている。ナント都市圏内の協定を分析し、

この目的の達成を検証したが、同時に文化的発展局が左派自治体連合を支援した一面も確認し

た。制度設計の背景には、文化問題をめぐる厳しい政治対立があり、77 年体制の革新自治体の

文化政策を拡大する企図があったと推定される。当時の文化省には「個人や集団レベルまでの

分権を進め、発意の力を高める」方針が存在していた。 

	 だが、ミッテラン政権が注力したのは、「文化と経済を結びつけ、創造と創意の機運を高め

る」新方針だった。とくに社会党政権が、新自由主義的な経済政策への転換を選択した 83年以

後は、経済や産業と文化の結合が強調されている。86 年の保革共存
コ ア ビ タ シ オ ン

政権成立で、革新自治体の

意志を受け継ぐ文化的発展局の組織は、文化省から消えた。 

	 第Ⅳ章「地方分権化と欧州統合のなかで」では、文化省と自治体の協定が、地方の現実のな

かでいかに用いられたかを検証した。構造的な経済危機にあったノール＝パ・ド・カレ地域圏

と中心都市リール、そしてマルセイユが署名した協定を分析し、80 年代半ば以降の都市文化政

策の目的が、急速に地域の経済発展へシフトした実態を描いた。 

	 欧州単一市場に向かう地域間競争に直面した自治体は、協定を手段として、文化による地域

アイデンティティの更新と、都市および地域の対外的な魅力の創出を急いだ。これをリードし
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たのは、第一に、分権化で権力集中が進んだ公職兼職首長の強大な交渉力である。第二に、専

門的な自治体文化行政組織が設置されて、文化政策は都市再開発や経済政策との連携を強化し、

経済発展の手段的側面を強めた。そして第三に、創造的な企画運営力や、卓越した独自性をも

つ芸術文化団体が、地方政治のニーズに応じながら活動を拡大した傾向がみられた。 

	 終章では、まず「文化的発展」の多義性を整理した。文化による個人の人格の開花を示した

理念は、やがて領域横断的な方法論の意味合いを強めた。同じ語で、アートを誘因とする社会

変革が論じられたが、まもなく、文化による経済発展を実現する方針とされた。理念の変遷は、

市民の共同体としての都市の発展に向けられた文化政策の課題意識が、経済単位としての都市

の発展に比重を移した推移を示している。地方分権化に際し、地域民主主義を志向して設計さ

れた共治の制度は、都市の競争力を増すために用いられた。そのために、革新自治体の経験と

議論に裏打ちされた制度設計の本旨は、大規模化した 20世紀末の都市文化政策の表層で捉えに

くくなったことを指摘した。それは、市民の文化的実践を多元的に支え、対話と交流を誘う芸

術創造を地域社会に位置づけることで、市民参加の土台をつくる企図であった。 

	 本論文では、フランス都市文化政策の歴史に、デモクラシーを擁護する人びとが、立場を超

えて積み上げた議論と経験が内包されることを示した。文化によって、すべての人間の自由と

平等を尊重し、あらゆる市民が公共的意思決定に参加できる条件をつくる意志は、過去の民主

主義の危機から生まれたものである。 


	空白ページ



